



































































































































?? 以下、⑵の記述はLord Chancellor’s Department,Press Notice 158/00,18 May
 
2000(http://www.tribunals-review.org.uk/pn18-05-00.htm)（2012年12月13日閲
覧）、およびMichael Adler,Tribunal Reform:Proportionate Dispute Resolution
 
















































?? Sir Andrew Leggatt,Tribunals for Users: One System,One Service (2001).
?? White Paper Changing Public Services: Complaints, Redress and Tribunals,
Cm.6243(2003).
?? Michael Adler,Who is afraid of Sir Andrew Leggatt? (2002),9 JOURNAL OF
 
















































?? Michael Adler, Waiting in the Wings: The Leggatt Report, the White Paper
 
















































































































































































































Commissioners are also able to be more inquisitorial in cases where the parties
 







































































































?? レイ・メンバーに関して、M.Adler,Guest Editorial“The Lay Member:A Sorry
 
Goodbye”(1999)6 JOURNAL OF SOCIAL SECURITY LAW,p.99.





















































































































































































































?? HARRY STREET,JUSTICE IN THE WELFARE STATE (1968),pp.29-30.
?? Id.,p.30.





































































































?? Department of Constitutional Affairs (2004),Transforming Public Services:













































?? 同旨、M.Adler,supra note 14,p.79.
?? Department of Constitutional Affairs,supra note 62,para.［10.11］.
?? ただし、コストの点からすれば、白書の推進する調停やオンブズマンのような紛














































?? Department of Constitutional Affairs,supra note 62,para.［10.14］.
?? 邦語文献として、熊本信夫『行政手続の課題』（北海道大学図書刊行会、1975年）
２頁以下など。
?? Michael Adler, From Tribunal Reform to the Reform of Administrative
 



















































?? Michael Adler, supra note 69, p.155;Department of Constitutional Affairs,
supra note 62,para.［1.5］.
?? Department of Constitutional Affairs,supra note 62,para［10.11］.
?? Michael Adler,supra note 69,p.159.
?? Lord Justice Woolf, Access to Justice: Interim Report (Lord Chancellor’s
 































































































していた法律は、ほぼ同名のSocial Security Contributions and Benefits Actで
ある。
?? Social Security (Social Fund and Claims and Payments) (Miscellaneous
 
Amendments)Regulations (Northern Ireland)1997,r.6 (1)(a).
?? Social Security (Social Fund and Claims and Payments) (Miscellaneous
 
Amendments)Regulations (Northern Ireland)1997,r.6 (1)(b).
?? Social Security (Social Fund and Claims and Payments) (Miscellaneous
 
Amendments)Regulations (Northern Ireland)1997, r.6 (1)(c).
?? Social Security (Social Fund and Claims and Payments) (Miscellaneous
 










































?? Social Security (Social Fund and Claims and Payments) (Miscellaneous
 
Amendments)Regulations (Northern Ireland)1997,r.6 (1)(e).
?? このような規定が設けられた趣旨は、葬儀給付の不適切な受給の防止である。す






めをかけるために、1994年に、Social Fund (Maternity and Funeral Expenses)
(General)(Amendment)Regulations (Northern Ireland)1994が規則の修正を行
い、それをさらにSocial Security (Social Fund and Claims and Payments)
(Miscellaneous Amendments)Regulations (Northern Ireland)1997が修正した。
Kerr v department for social development［2004］UKHL 23 at［42］-［44］.














































（Social Security(Northern Ireland)Order 1998,art.38）しか用意されていなかっ
た。このような構造は、新たに設けられた寒冷地への給付を除いては、前章第１節
?において論じたことと変わりない。
?? Social Security(Northern Ireland)Order 1998,art.15(10)(a).
?? Social Security(Northern Ireland)Order 1998,art.15(1).


































































































































































































?? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.71.
?? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.71
(1).
?? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.63
(d).











































??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.72
(1)(a)-(c).
??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.73
(1)-(3).
??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,ss.72
(2)(a)and 73(9)(a).
??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.72
(3).
??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.72
(4)(a)-(c).
??? Social Security Contributions and Benefits(Northern Ireland)Act 1992,s.73
(10).


























































































































































































































































??? Hooper v Secretary of State for Work and Pensions［2007］Court of Appeal
















































??? Social Security(Incapacity for Work)Regulations 1995 reg.17(1).
??? Social Security Act 1998,s.10(5).
??? Social Security and Child Support (Decision and Appeals)Regulations 1999,
reg.7 (2)(c)(ii)(aa).









































































































































































































??? HAZEL GENN AND YVETTE GENN, THE EFFECTIVENESS OF REPRESENTA-














































??? Michael Adler, Social Security and Social Welfare, in PETER CANE and
 



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































tribunal members and administrative justice(1999),PUBLIC LAW,pp.616-625参
照）を考慮すると、当該法改正自体は、中立性の向上を意図して行われたものでは
ないことは明白である。
? 当該論点と類似の問題関心に立って問題を検討するものとして、大橋真由美「行
政不服審査における審理主宰者に関する一考察」成城法学80号（2011年）１～34
頁。
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格を要求する明文は存在しなかった（第２章第３節?⑸）。続く1925年
拠出制寡婦・孤児・老齢年金法における一審制・独任制の仲裁人制度で
は、明文の規定が存在しているわけではないが、事実上、法曹資格を有
するものが多く選任されていた（第２章第４節⑶）。同法をモデルとした
1945年家族手当法による仲裁人制度も、同様である（第３章第１節⑶）。
1934年失業法における失業扶助に関する、一審制の上訴審判所でも、
チェアマンの法曹資格に関する規定は置かれていない（第２章第５節?
⑶）。また、1942年のベヴァリジ報告書においても、審理主宰者の法曹資
格という問題は特に言及されていない（参照、第２章第７節?）。ただ、
同報告書は審判所を非形式的な（informal）ものと考えていたため、審
判所の構成員として法曹資格のある者を要求することは審判所の非形式
性と背反するとも思われるので、同報告書は法曹資格の要求は想定して
いなかったと考えられる。
このように、審判所誕生から一定の時期までは、審理主宰者の法曹資
格という問題はそれほど重視されていなかったように感じられる。当初、
審判所がそもそも通常裁判所の形式性の弊害を避けるために設けられた
ことからすると、このことはそれほど不思議ではないであろう。法曹資
格を有する者をチェアマンに登用していた傾向も、理論的な根拠に基づ
くものというよりはむしろ、事実上の運用であったと言えそうである。
⑵ その後、1946年国民保険法において変化が生じる。同法における
第一審である地方審判所では、審理主宰者たるチェアマンの資格に関す
る規定は特に置かれていないものの、第二審たる国民保険コミッショ
ナーには、10年以上の経験を有するバリスタないしアドヴォケイトが就
くべきことが法律において条文上明示された（第３章第２節?⑸）。同法
が、法律上はほとんど権利救済機関に関する具体的な規定を置かず、詳
細を規則に委任しているにもかかわらず、国民保険コミッショナーへの
法曹資格の要求を法律において明示したことからも、法曹資格の要求が
重視されていたことが伺えよう。また、地方審判所のチェアマンに関し
ても、事実上、法曹資格を有する者が多く就いていた。この傾向は1946
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年国民保険（労働災害）法においても異ならない。具体的には労働災害
コミッショナーを、同様に10年以上の経験を有するバリスタないしアド
ヴォケイトから選任することと法律上規定された（第３章第３節?⑵）。
このように、1946年の段階で、社会保険領域においては、二審制の審
判所制度のうち独任制の第二審には、審理主宰者に対して法曹資格が必
要なことが法律上定められた。ただし、公的扶助領域においては、状況
は異なっていた。すなわち、1948年国民扶助法においては、一審制の上
訴審判所が採用されており、そこではチェアマンの資格に関する規定は
置かれていない（第３章第５節⑶）。また、現実にも、法曹資格を有する
者がチェアマン職に就くことは少なかったとされ、実態としても公的扶
助領域と社会保険領域とは異なっている。
⑶ 1957年のフランクス報告書では、第一審たる審判所の審理主宰者
の法曹資格に関して言及されている。すなわち同報告書は、審判所のチェ
アマンには、基本的には、法曹資格を有する者が就くべきであるとの勧
告を行ったのである。同報告書がこのように主張するのは、審判所の審
理においてチェアマン職の果たす役割が非常に重要であること、つまり
事案の審理における客観性や適切な事実のふるい分けは、法曹資格を
持ったチェアマンによってこそ確保されると考えられること、という根
拠による。しかしながら同時に、同報告書は、法曹資格のない者の中に
もチェアマンに適した人物はいるため、法曹資格のないチェアマンを禁
止すべきではない、とも述べている（以上、第３章第６節?⑶）。
ただし、同報告書を受けた1960年代までの段階では、フランクス報告
書が勧告した、審判所のチェアマンに法曹資格を要求することの法定化
は果たされなかった。この状況は、1966年に国民保険一般と労災保険に
関する権利救済の機構が統合された段階でも変わっていない。つまり、
審判所制度上、法曹資格が法律上明文によって要求されるのは、第二審
の審判所たるコミッショナーの段階のみに止まっていたのである（もっ
とも、第一審たる審判所においても、事実上は、法曹資格を有している
者がチェアマンに就くことが多かった。しかしながら、公的扶助領域の
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審判所では、法曹資格を有する者がチェアマンに就くことは稀であった）
（以上、第４章第１節⑵）。
⑷ 1975年に公表されたベル報告書においては、公的扶助（補足給付）
領域の審判所の質の低さが批判にさらされ、そのチェアマンに法曹資格
を要求する法規定を定めるべきであるとの勧告がされた（第４章第６節
⑵）。これを受けて、1983年健康・社会サービスおよび社会保障裁決法で、
社会保険領域と公的扶助領域の審判所が統合された際に、ついに第一審
たる審判所のチェアマンに、バリスタ・ソリシタおよびアドヴォケイト
の法曹資格が、法律の明文によって要求されるに至った（第４章第８節
?⑶）。
⑸ その後、1990年代後半の審判所の見直しの際の緑書において、政
府は、第一審たる審判所のメンバー構成を変革する（原則３人とする従
来の構成をやめ、２人制ないし独任制を原則化する）と同時に、チェア
マンについて法曹資格を要求しない方針を立てた。しかし結局、1998年
社会保障法の立法段階においては、第一審たる審判所のメンバーのうち
少なくとも１人は法曹資格を有すべきことが規定された（以上、第５章
第５節?⑴）。この方式は、基本的には現在でも維持されている。
⑹ ここまで検討した権利救済機関の審理主宰者の法曹資格に関する
問題は、以下のようにまとめることができよう。
審判所制度黎明期には、審判所の手続の非形式性・簡易性、通常裁判
所との差異という思想を反映して、一般に審判所制度においては審理主
宰者に法曹資格を要求するということは想定されていなかった。その後、
20世紀中葉には、第二審の審判所（独任制のコミッショナー）について、
法律上、法曹資格が要求された。このことは、当時の終審であった（つ
まり現在のように通常裁判所への更なる上訴の仕組みがなかった）第二
審としてのコミッショナーにおいては、第一審の審判所に比して、手続
の非形式性・簡易性を害してでも、慎重かつ専門的な審理が必要である
と考えられたことによるものと推測できる。
1980年代に、第一審たる合議制の審判所においても審理主宰者には法
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律上法曹資格が要求されることになったが、これは、手続が幾分、非形
式的・簡易でなくなってしまうとしても、審理の質を担保するために、
法律の専門家に審判所の審理の中核的役割を委ねようとする選択であっ
たと評価できる。これ以降、第一審・第二審あるいは独任制・合議制の
区別なく、審判所の審理においては、審理主宰者が法曹資格を有すべき
ことが法律上の原則とされており、審判所制度は法曹資格保有者に多く
を負った仕組みとなったと言えよう。
Ⅴ．書面審理と口頭審理
⑴ 審判所における審理が、市民および行政庁によって提出された書
面にのみ基づいてなされる場合と、市民および行政が審理に出席し、口
頭で自己の主張を提出することができる場合とがある。この点に関して
は、次のようにまとめられる。
⑵ 1990年代に至るまで、審判所制度においては、基本的に、一貫し
て口頭審理が原則とされ、書面審理は、裁決のために口頭審理が不必要
であると審判所によって判断されるような例外的な場合にのみ用いられ
てきた（例として、第３章第２節?⑵）。このような扱いは、審判所に対
して上訴を提起しようとする市民が、書面によって自己の主張を明確に
することに対して熟達していない（法曹代理人を付けることが許されて
いない時期（本章本節?）にはなおさらである）ことから、上訴人に口
頭で主張をさせ、場合によっては審判所が適宜釈明を行うことで、上訴
人が真に主張したいことを明らかにする、という審判所の簡易性・非形
式的性格から説明できるであろう。
⑶ しかしながら、審判所にかかる財政コストの削減を目指した1996
年規則改正によって、口頭審理の開催を減らすことが意図され、上訴人
が明示的に口頭審理の開催を希望しない限り、書面のみによる審理に
よって裁決が出されることとなった。この書面審理の原則化に対しては、
上訴人が口頭審理への出席を通じて上訴に参加する場合に比して、書面
審理のみによる場合は上訴認容率が明らかに低下するとの理由から、強
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い批判が寄せられた。さらに、口頭審理に上訴人が出席する場合には、
審判所が上訴人とのコミュニケーションを取ることは容易かつ即時にで
きる他方、書面審理の場合には、提出された書面のみから上訴人の意思
をくみ取り、場合によっては、上訴人との書面によるやり取りをする必
要がある。よって、書面審理においては、口頭審理におけると同様な形
では、審判所の援助的職権主義が実施されなくなる可能性が大きい（以
上、第５章第４節）（本章第２節?とも関連）。口頭審理を選択すること
が許されている場合も、市民がそれを明示的に選択することが少ない（第
６章第１節?⑺参照）ことからすると、どちらの審理形式が原則として
規定されるかは重大な問題であり、よって、口頭審理の例外化は重要な
差異をもたらすものと評価できる。
⑷ 以上のように、上訴人たる市民の観点からは、不慣れな書面によ
らずに自らの口で主張ができ、また審判所の援助的職権主義がより積極
的に行使されることが期待できるため、口頭審理が開催されることが有
益であること、ただしその実施には（当事者らの旅費等のような）様々
のコストがかかるため、国家の財政面からは口頭審理の開催を極力抑え
たいという、トレード・オフの関係を見出すことができよう。
Ⅵ．審判所の審理と代理人の関係
⑴ 審判所の審理において、上訴人たる市民（および行政庁）が代理
人を付けることができるか否か、という議論もまた、長い歴史の中で変
遷を見せている。ここでは、議論の位相を、①そもそも審理において代
理人を付けること自体が許されるか否か、②それが許されるとして、代
理人の費用はだれが負担する（べき）か、という２つの段階に分けるこ
とができる。さらに、ここで言う代理人は、法曹代理人と、非法曹の代
理人とに分けることができる。
⑵ 審判所の誕生から半世紀ほどの間、審判所の審理において法曹の
代理人を付けることは、基本的には消極に解されてきた。例えば、1948
年国民保険（給付に関する決定・問題）規則は、第一審の審判所たる国
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民保険地方審判所において、非法曹の代理人のみを付けることを許容し
ている（第３章第２節?⑴）。また、1946年国民保険（労働災害）法にお
いては、第一審の審判所たる労災保険地方上訴審判所のチェアマンが、
特別の事情ありとして許容する場合にのみ、同審判所において法曹の代
理人を付けることが許された（第３章第３節?⑴）。しかしながら、これ
らの場合にも、第二審の審判所であるコミッショナー段階の審理におい
ては、法曹の代理人を付けることが許容されている（第３章第２節?⑵）。
このように、審判所において基本的に法曹代理人を排除するとする規
定の背景には、審判所の手続は司法裁判所のものと違い、簡易で非形式
的（informal）であるべきであるのに、法曹代理人がそこに関わってし
まうと、そこでの審理が過度に法的・形式的なものになってしまう、と
いう懸念が存在すると考えられる（フランクス報告書；第３章第６節?
⑶および同章同節?⑵）。このことは、当時においても、第二審の審判所
たるコミッショナーの段階、すなわち経験ある法曹が務めるべきことが
法定され、第一審たる審判所と比較して法的な要素が強い審理において
は、法曹による代理が許されていたことからも分かる。
つまり、当初は審判所の性格を根拠として、法曹代理人は審判所の審
理から除外されていた。
⑶ しかし、1958年には、社会保険（国民保険・労災保険）と公的扶
助（国民扶助）のいずれの領域でも、法曹たる代理人を付けることが許
容される規定が置かれた（第４章第１節?⑴）。これは、審判所における
法曹代理人の位置づけに関する、従前の立場からの転換であった。この
背景には、1957年のフランクス報告書における、審判所に対する従来ま
での評価との相違が影響していると考えられる。具体的には、審判所を
行政機関の付属物ではなく、裁決のための機関であると評価したうえ、
第一審たる審判所のチェアマンに法曹資格を要求する点、あるいは第二
審たるコミッショナーから司法裁判所への上訴の仕組みを設けることを
勧告した点に現われるような、審判所の準司法的性格の強調である。同
報告書においても、審判所の非形式的な性格が否定されたわけではない
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が、それよりも公正な権利の救済という観点が強く前面に出た結果、審
判所の手続を準司法的なものと捉える立場に至ったと考えられる?。
この段階において、一審、二審を問わず、審判所において法曹の代理
人を付けることが許されるに至った。そしてこれ以降、論点は、審判所
において法曹代理人を付ける場合、その費用をだれが負担すべきか、言
い換えると、法律扶助の範囲を審判所の審理にまで拡大すべきか、とい
う点に移る。
⑷ この点に関し、大法官府による研究の付託を受けて1989年に公表
されたゲン報告書は、審判所における法曹代理人の必要性に関する実証
的研究である。同報告書は、社会保障法領域の審判所においては、代理
人が付いていない場合の上訴認容率が30％であるのに対し、代理人が就
いた場合には認容率が48％にまで上昇するということを統計上明らか
にした。そしてその上で、審判所においても法律扶助を適用すべきこと
を勧告した（以上、第５章第２節）。このような、法曹代理人の有用性と
法律扶助の審判所領域への拡大を主張する見解は、同報告書以降、一般
に定着した。そして、2000年代のレガット報告書に代表されるような改
革の際、市民団体や研究者らだけでなく、社会保障法領域の審判所実務
に当たるコミッショナーらからも、法曹代理の有用性を強調する見解が
提出された（第６章第１節?）。なお、審判所の領域の外側に目を向ける
と、1990年代の民事司法改革によって、司法裁判所における民事事件の
審理の際の法律扶助の範囲は拡大されている（第６章第１節?⑴）。
以上のように、法曹代理人の弊害が懸念されていた審判所黎明期とは
異なり、20世紀の終盤には、法曹代理人を付けることが市民にとって有
益であるということ自体は争われておらず、問題の焦点は、上訴人が法
曹代理人を付ける際にかかる費用を、国家が負担すべきか否か（法律扶
? 同報告書自身は、審判所における非形式性の尊重から、法曹代理を積極的に導入
しようとはしていないものの、第３章第６節?⑵に記載したような事情からは、法
曹代理に対するシンパシーを感じ取ることができる。
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助の範囲を審判所の審理にも広げるべきか否か）、という点に収斂してい
たと見ることが可能である。そして、そこでの構図は、市民・研究者の
側からは法律扶助の拡大が要求され、国家は主として財政的な理由から
それを拒否する、というものである。
⑸ しかしながら、近時、審判所の職権主義との関係で、審判所にお
ける代理人（法曹と非法曹とを問わない）の重要性が以前ほどではなく
なったとする研究結果が示された。アドラーによるこの研究では、代理
人を付けるか付けないかによる上訴認容率の差は、社会保障法領域にお
いては６％に過ぎないこと、さらに、上訴人たる市民本人が、審理の事
前手続（pre-hearing）を利用すれば、審理において代理人を付けるより
も上訴認容率が上回ることが示された。アドラーは、このような結果の
背景には、審判所の援助的・介入的な職権主義の影響があると分析して
いる（以上、第６章第６節）。
⑹ 以上検討した、審判所と代理人の関係をまとめると、次のように
言えよう。
審判所の手続の非形式性・簡易性が特に重視された20世紀中葉まで
は、上訴人たる市民の友人や所属組合の担当者など、非法曹の代理人を
付けることは許されていたものの、法曹代理人を付けることは禁じられ
ていた。ただしこの時期も、第二審の審判所たるコミッショナーの段階
においては、法曹の代理人を付けることが許容されていた。これは、本
章本節?で述べたとおり、コミッショナーの段階では、手続の非形式性・
簡易性を多少犠牲にして、慎重かつ専門的・形式的な審理が実施された
結果、非形式性・簡易性に配慮する必要性がなく、法曹代理人を禁止す
る根拠がなかったためであると考えられる。
1958年以降、社会保険・公的扶助いずれの領域の審判所においても、
法曹代理人を付けることが許されるに至る。これは、時期こそ多少ずれ
ているものの、審判所の審理主宰者に法曹資格が法律上要求されるよう
な、審判所の司法化、あるいは専門家を登用する流れの一環に位置づけ
られるであろう。
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また、1990年代には通常裁判所における民事法律扶助が拡大されたに
もかかわらず、特に1989年のゲン報告書以降顕著な、審判所における法
曹代理の国費による保障（法律扶助の適用）の要求を、政府が頑なに拒
み続けているのは、主として財政的な理由によるものである。しかし、
審判所における援助的職権主義により、法律扶助は不必要となったとの
見解も見られる。援助的職権主義に関する裁判例が、上訴人たる市民が
法曹代理人を付けているか否かという点を意識して判示を行ったとみら
れることからすると、政府による法律扶助の拒否が、審判所の援助的職
権主義の展開・法原理化を推し進めたとの分析も可能であろう。
Ⅶ．社会保障法領域の審判所の独自性
⑴ 本稿が分析検討の対象を主として社会保障法領域に限定している
関係上、以上のような諸論点に対して、（権利救済論一般に対する）社会
保障法領域の独自性がどのように、またどの程度、影響を与えているの
かを検討する必要がある。結論から言えば、イギリスにおいては、社会
保障法という法領域における権利救済の特殊性に対する考慮が、同領域
の審判所制度のみならず、市民対行政の紛争を扱う審判所制度全体の発
展に強く影響を与えていると考えられる。
⑵ そもそも、審判所制度の誕生の経緯自体が、社会保障法領域の特
殊性を強く反映したものであった。すなわち、20世紀初頭には、失業保
険にかかる法的紛争のような、労働者階級の生活状況に強く影響を与え
るような問題に関して、同階級に対する理解が不十分であった通常裁判
所の裁判官では適切に対処することが困難と考えられており、そのこと
から、通常裁判所とは異なる特別の権利救済機関が設けられる必要性が
主張されたのである。（第２章第３節?⑺）。ここでは、労働者階級の問
題を十分に理解しており、それに適切に対応できる審理がなされる必要
があったため、特別の権利救済機関たる審判所において、利益代表者が
審理のメンバーに加えられた（第２章第３節?⑸および⑻）のは当然の
帰結であったと評価できる。しかも、問題が市民の生活に直結している
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（給付を受けら得るか否かという問題が、文字通り、市民の生活を左右す
る）という性質を有していたため、審判所の審理手続は、通常裁判所の
形式的かつ慎重な手続とは差別化され、非形式的で簡易・迅速なものに
とどめられた。この非形式性・簡易迅速性という価値の重視は、審判所
における法曹代理の禁止（本章本節?）の議論に象徴されるが、この法
曹代理の禁止が、市民本人による上訴が追行可能であるための審理の非
形式性・簡易迅速性を、さらに裏から要求したと言えよう。
このように考えると、通常裁判所とは異なり、利益代表者が審理メン
バーに加えられ、非形式性・簡易迅速性を重視するという特徴を備えた
審判所制度が、社会保障法領域において誕生したことには、一定程度の
必然性が含まれていたと評価しうる。
⑶ 審判所制度始まって以来初の大規模な改革であるとされる、1957
年のフランクス報告書による勧告後の法改正においては、審判所の独立
性の向上や司法化傾向に関する重要な改革が実施されたが、これらの改
革には、社会保障法領域の特殊性がそれほど反映されていないように思
われる。同報告書は、土地の強制収用に関する政治的不祥事を契機とし
て企画されたものであり、行政行為一般からの市民の権利救済を問題関
心としていたためである（第３章第６節?）。そのため、同報告書におけ
る改革は、審判所制度全般にかかるものであり、社会保障法領域の審判
所もそれらの一環としての影響を受けるにとどまった。
続く1958年には、審判所における審理は職権主義的であることが、裁
判例（ハブル事件判決）によって初めて示された。この事件は、社会保
障法領域（労災保険）のものであった。同事件の判旨によると、職権主
義的審理が採られる根拠は、医療上訴審判所の審理が、通常裁判所のよ
うな訴訟手続とは異なり、第一次的決定を実施する行政庁と同様の機能
を実施するものであるということであった（第３章第７節?）。当時は、
どの法領域においても、審判所の機能を行政権的なものと捉えることが
一般的であった（むしろ、同事件の医療上訴審判所は、法律上、他の審
判所と比して、第一次的決定を実施する行政庁との差異が強調されてい
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たようにも見える）。そのことからすると、社会保障法領域の審判所にお
いて職権主義が誕生したこと自体は、偶然の産物であったと言えるかも
しれない。
これらに対し、ベル報告書は対象を公的扶助領域の審判所に特化した
研究であった。同報告書の研究成果を経た法改正で、社会保障上訴審判
所主席審判官オフィスの主席審判官が、援助的職権主義の実施に関する
声明を発表したが、これは、社会保障法領域における、上訴人たる市民
の置かれた経済的・肉体的・精神的状況に対する理解を背景としている
と言えよう。つまり、職権主義自体が社会保障法領域において発生した
ことは偶然であったとしても、その職権主義に、市民の援助という意味
が付与されたことには、社会保障法領域の特殊性が反映していたのであ
る。
⑷ 2002年のレガット報告書によってもたらされた、市民対行政の紛
争を扱う審判所の統一化については、同報告書が、前述のフランクス報
告書と同様に審判所制度全般の改革を企図していることから、社会保障
法領域の特殊性が同報告書の内容一般に影響を与えていると一般的に述
べることはできないかもしれない。また、この審判所の統一化と、行政
庁からの完全な独立の達成のための司法権への編入が、一定の関連性を
有していることを念頭に置けば、審判所の司法権への編入に関しても、
社会保障法領域の特殊性が第一義的な影響力を与えたとは言えないであ
ろう。すなわち、行政庁からの独立性の達成という問題は、社会保障法
領域に限らず、市民対行政の紛争を扱う審判所一般に共通する課題であ
るからである。
しかしながら、同報告書の目指した審判所の統一化と独立性の強化は、
当時最大の規模を誇った社会保障法領域の審判所を取り込むことなしに
は、その達成は不可能であった。当時、社会保障法領域の審判所は、他
の領域と比して独立性等の点で優位な地位にあったため、同報告書が、
審判所の統一と独立性強化への参画を社会保障法領域の審判所に強いる
ためには、同報告書の勧告内容が、当時の社会保障法領域の審判所の欠
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点を改善するものとして説得力を持っている必要があった（事実、社会
保障法領域の審判所は、統一化に参画する必要はないとの主張が、社会
保障関連省庁からなされた）（第６章第１節?）。このように考えると、
それまでに社会保障法領域の審判所が磨いてきた独立性等の程度が、レ
ガット報告書の勧告内容の最低ラインを規定したと見ることもでき、こ
の点では社会保障法領域の特殊性が審判所制度一般の単一化と独立性の
更なる向上に影響を与えたと言えよう。
さらに、上記のような審判所の単一化および独立性の達成と並んで、
同報告書が目指した今一つの目標として、審判所を市民にとって利用し
やすくし、代理人をつけずに自分自身で上訴を行うことを容易にすると
いうものがあった。この目的を達成するために、同報告書は、社会保障
法領域に限らず、審判所制度一般において援助的アプローチ（enabling
 
approach）を活用することを言明している（第６章第１節?⑶）。同報告
書自身は、このようなアプローチを職権主義と呼称することを否定する
ものの、その内実は社会保障法領域において発展してきた援助的職権主
義であることが明らかであった。すなわち、レガット報告書が、審判所
の審理において、市民自身が代理人を付けずに追行することを可能とす
るような選択肢を採ったことにより、社会保障法領域で発生した援助的
職権主義が、同領域を超えて、審判所制度一般に広まったということが
できよう。
⑸ ここまで検討してきた、審判所制度の展開に関しては、以下のよ
うにまとめることができる。近代的審判所制度が社会保障法領域で発生
してきたことには、一定の必然性が存在した。その後、審判所一般の独
立性が向上するフランクス報告書による改革、および職権主義の誕生に
おいては、社会保障法領域の特殊性がそれほど影響を与えられたとは考
えにくかった。しかし、ベル報告書以降の援助的職権主義の生成と定着
は、社会保障法領域の特殊性を反映したものであったし、レガット報告
書による審判所の単一化・独立性の向上、および審判所一般における援
助的アプローチという考え方も、それ以前に社会保障法領域の審判所に
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おいて発達していた様式を、審判所制度一般に拡張したもの（あるいは
少なくともその前提としていたもの）と考えられる。
第２節 独立性と職権主義
Ⅰ．独立性の進展
⑴ イギリス社会保障法領域における審判所制度は、その誕生時から
長く行政権に属する時期を経験しており、今日における独立性（行政権
と完全に切り離され、司法権に属していること）を達成するまでに、ほ
ぼ一世紀の年月を費やしている（本章第１節?）。しかしながら、この審
判所制度は、誕生当時から、すべて社会保障給付を担当する行政庁、あ
るいはその上級庁の官吏によって構成されているというようなものでは
なかった。具体的には、審判所黎明期でさえも、審判所のメンバーには
労働者代表、使用者代表が含まれており、その限りで、行政からの一定
程度の独立性を備えていたと評価できるのである（本章第１節?）。この
ようなメンバー構成には、社会保障法領域の審判所制度が、必ずしも経
済的に恵まれていない労働者階級の人々の、日々の生活に直結する紛争
を扱うものであることから、この種の紛争の解決は通常裁判所の裁判官
に任せるのは適切ではないと考えられた、という社会保障法領域の特殊
性が一定程度反映されていると考えられる（本章第１節?）。つまり、労
働者らの生活にかかる紛争にシンパシーを持って対処できる人材が、審
判所の構成員に加わることが要求されていたのである。これに加え、個々
の実体法ごとに異なった権利救済機関が設けられていたため（本章第１
節?）、当該実体法上の給付に利害関係を有する者の代表が、自らの同輩
の関係する紛争の解決に関わるという点で、審判所の構成は、民主性の
契機を内包していたと言える。
以上のように、審判所黎明期からの審判所の独立性は、行政権からの
機構的な独立ではなく、審判所の構成員の面で、民主性を担保すること
によって達成されていたと表現することができよう。
ここにおいて、行政権からの機構的な独立が当初から目指されなかっ
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た理由は、通常裁判所・司法権への敬遠という観点から説明することが
可能である。再三述べるように、通常裁判所においては社会保障法領域
の紛争の解決が適切になされないという懸念から、そもそも特殊の権利
救済機関としての審判所制度が設けられたのであるし、審判所の制度設
計においても、第一審の審理主宰者としてのチェアマンには当初、法曹
資格が法律上要求されていなかったこと（本章第１節?）、審判所の審理
において法曹代理人を付けることが法律上禁じられていたこと（本章第
１節?）などから、通常裁判所あるいは司法権の敬遠という志向を看取
することができる。
⑵ このように、行政権の内部に属しながらも、構成員に利益代表を
加えることで、社会保障給付行政を実施する行政庁からの一定の独立性
を確保しようとしていた審判所制度は、20世紀中葉以降、その立ち位置
を、司法権寄りの方向へと少しずつ移動させていく。この傾向は、具体
的には以下の諸点に現われている。まず、第二段階の審判所の決定に不
服がある場合に、上訴人は、通常裁判所への上訴が可能とされたように、
審判所と通常裁判所との制度上の連携が形成された（本章第１節?）。ま
た、第一段階・第二段階の審判所ともに、審理主宰者に法曹資格を有す
る者が就くべきことが、法律上規定された（本章第１節?）。さらに、審
判所の審理において、従前は禁止されていた、あるいは条件付きで例外
的に許容されるにとどまっていた法曹代理人の利用が、一般的に許容さ
れるに至った（本章第１節?）。裁判例においても、審判所の性質を単純
な行政権と評価するのではなく、「準司法的」なものとする評価が目立っ
てきた（本章第１節?）。
このように、審判所がかつて敬遠していた通常裁判所に対して、近接
する傾向を示してきた背景には、審判所における権利救済の質の向上と、
権利救済の実質化という観点があったと評価できよう。
前者に関しては、例えば、ベル報告書によって、公的扶助領域の審判
所のチェアマンの質の低さが批判された際、批判にさらされたチェアマ
ンらが一般的に非法律家であったことが多かったため、チェアマンに法
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曹資格を要求すべきという主張につながったことが想起されよう（本章
第１節?⑷）。さらに、1990年代後半において、審判所黎明期から重大な
役割を果たしていた非法律家の利益代表者が、審判所のメンバーに任命
される余地が法律上失われ、そのメンバーがすべて法律あるいはその他
一定の資格を有する専門家によって独占されることになった点も、同一
の傾向と考えることができるかもしれない（本章第１節?⑷）。
また、後者に関しては、審判所は出自からして通常裁判所とは異なる
様式をとるべきもので、その非形式性・簡易性を害すべきではない、と
いうような従来型の形式論よりも、審判所を利用する上訴人たる市民の
権利救済が実効的たりうるか否かを重視すべきだという実質論が優勢に
なったということが示される。このことは、例えば先に挙げた法曹代理
の一般的許容の点に現われている。
ただ、このような審判所の司法化、あるいは専門家重用化という傾向
は、それ自体が、審判所の独立性の向上を直接に意味するものではない
ことには注意が必要である。例えば、審判所のチェアマンに法律上法曹
資格が要求されたとしても、法曹資格を有するが行政庁と深い関係を有
しているような人材が、チェアマンとして任命されることもあり得る。
また、上訴人たる市民が法曹代理人を利用することが許容されたとして
も、そのことは審理における上訴人の主張がより法的に優れたものにな
ることを保障するに過ぎず、それによって上訴人たる市民が結果として
利益を被るとしても、このことと審判所の独立性とは関係しない。さら
に、かつての利益代表のうち、少なくとも１名は上訴人たる市民と同じ
利益状況（被保険者としての地位など）にある者としての資格で審判所
の審理に参加していた（その限りで、当該メンバーに関しては行政庁か
らの距離が確保されていた）ことからすると、利益代表メンバーの廃止
は、審判所の独立性との関係では後退とすらみられるかもしれない。
しかしながら、後に検討するように、2000年代には、審判所の完全な
独立が、まさに審判所の司法権への編入によって達成されることとなる。
その点において、この時期の審判所の司法化の傾向は、それ自体は独立
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性の問題とは別個に捉えられるべきものであるが、現代における審判所
の独立性の達成のための非常に重要な布石となっていたと評価できる。
⑶ また、以上のような司法化の傾向に合わせて、審判所の独立性を
直接的に強化する様々の施策も講じられてきた。そのうちでも特に重要
なものは、審判所の統括機関（社会保障審判所主席審判官オフィス）の
設置である。具体的には、大法官と法務総裁の協議によって選ばれ、高
度の身分保障を享受する主席審判官が、審判所のチェアマン、メンバー
のみならず、審判所において働く一般事務職員の任命までも実施するこ
ととされた。これによって、社会保障法領域においては、審判所と行政
庁との組織的な独立性が、かなりの程度まで高度化された（ただし、首
席審判官やチェアマンら報酬・手当等の面では、依然として行政庁との
関係が残っていた）。
いずれにせよ、この時期においては、司法化の傾向よりも、統括機関
の設置の方が、審判所の独立性の向上に対して直接的な影響を与えてい
たと言えよう。
⑷ 上述のような審判所の司法化の傾向と、並行して進行した独立性
の向上という重要な変化にもかかわらず、これまでの段階では、あくま
で審判所は本質的には行政権に属していたことに注意が必要である。
これに対し、審判所制度の独立性に関する最大の変革は、2000年代以
降の審判所制度改革に伴うものである。具体的には、審判所制度が行政
権ではなく司法権に属せしめられたことで、審判所制度と、社会保障法
領域の給付行政を実施する行政庁との関係は、いかなる側面においても、
明確に切断された（本章第１節?⑸）。このことは、審判所の審理を実施
するメンバーらの任命や報酬等の規定のみならず、それを補助する職員
の関与、あるいは審理の場所等ですらも、独立性との関連では重要であ
ることを示していると言えよう。また、ここでは、上記の各要素の、審
判所の審理への実質的な影響のほかに、審判所を利用しようとする市民
が、審判所が行政庁から独立していることを確信することができ、両者
間の不適切なつながりへの疑念を持たないようにすることも、目指され
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ているように思われる。
⑸ また、実体法の類型（社会保険や公的扶助の区別）と、審判所の
独立性の程度の関連性という論点も検討する必要があろう。
黎明期には、各実体法ごとに異なった審判所制度が設けられ、その後、
実体法の類型ごとに審判所がまとまって発展した。これらの時期には、
社会保険領域の審判所の方が、公的扶助領域のそれよりも、メンバー構
成の点において、独立性が高かった。しかしながら1983年までに、社会
保険領域と公的扶助領域の審判所制度は完全に統合され、さらに現在で
は、この審判所制度の統合は市民と行政が争う領域全般に及んでいる（以
上、本章第１節?および?）。
このような審判所制度の展開からまず明らかになるのは、実体法制度
の差異に関係なく、単一の権利救済制度を形成することは可能であると
いうことである。これは、現在のように権利救済機関が司法権に属して
いるか、それともかつてのように行政権に属しているかということとは
無関係であると言えよう。なぜなら、審判所制度が明らかに行政権に属
していた1983年の時点で、すでに、実体法上の差異が著しいと考えられ
ていた社会保険領域と公的扶助領域で、上述のような審判所制度の統合
が達成されたためである。
そして、実体法制度の差異に関わらず単一の権利救済機関を設けるこ
とができるということは、権利救済機関の行政庁からの独立性の程度も
同様に、実体法の如何に関わらず一律の水準に揃えることが可能である
ということを意味する。これも、現在の司法権としての審判所において
は言うまでもないことだが、1983年時点の社会保障上訴審判所でさえ、
そのメンバー構成や任命方法を見れば、扱われる紛争の内容が社会保険
であれ公的扶助であれ、独立性に影響を与える要素に差異が設けられて
いないことから明白である。
⑹ このように、実体法制度のいかんに関わらず、独立性の程度が一
律である権利救済制度を構築することが可能であることを念頭におい
て、イギリスの審判所制度の展開を振り返ってみると、行政庁からの独
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立性の程度が低かった審判所制度やその他の権利救済制度において、な
ぜそのように独立性が低い仕組みが設けられていたのか、という点に関
して検討をする必要があろう。
例えば、1934年失業法の失業扶助審判所（およびその後継機関）では、
審判所メンバーに、チェアマン１名とその他のメンバー２人が含まれて
おり、その他のメンバーのうちの１名は労働者代表で、もう１名は、失
業扶助の給付行政を担当する失業扶助庁の職員を同庁自身が任命するこ
ととされていた（第２章第５節?⑶）。当時、審判所のメンバー構成では
利益代表の考え方が採られていて、国民保険領域の審判所では、チェア
マン以外のメンバーが使用者代表と被保険者（被用者）代表から構成さ
れていたため、使用者が保険料を支払わない失業扶助制度の審判所にお
いては、使用者代表が欠けることが当然であったかもしれない。しかし
ながら、そこに給付行政を実施する行政庁のメンバーが加わることは、
論理必然でもないし（学識経験者を公益代表として加えることもあり得
たはずである）、正当でもないであろう。この点は当時でも大いに批判さ
れており、失業扶助審判所が市民の権利の救済を念頭に置いていたとは
言えない、との評価も受けている（第２章第５節?⑷）。つまり、外観上
は権利救済を実施する機関を設けることで、失業扶助制度の実施に関し
て、大臣に対する社会からの圧力を回避しつつ（この仕組みによって大
臣は、給付の否定された事案に関し、自らの決定ではなく第三者機関で
ある権利救済機関の決定によるものであると主張できる）、審判所のメン
バー構成に行政庁を代表するメンバーを加えることで、実際上は、権利
救済段階においても給付の可否にかかる審理に行政庁が影響を与える余
地を残すような仕組みであったと評価できる。
さらに、1986年社会保障法によって作られた社会基金における不服申
立制度の形成過程が、より明白な例となるであろう。社会基金において
は、権利救済制度としての審判所の仕組みを採用することが拒絶され、
内部的再審査制度のみが設けられることとなった。この背景には、社会
基金制度の前身の給付では、多くの法的紛争が生じていて、それを当時
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扱っていた審判所が、市民からの上訴をかなり多く認容していたのに対
し、社会基金制度では、予算上、給付額の上限が設けられており、それ
を上回るような給付を実施することは国家財政上許されなかったという
事情がある（第５章第１節?）。
このように考えると、国家財政の状況を勘案しつつ給付全体を量的に
コントロールするような給付の実施決定が実務上行われる中で、国家財
政の状況を顧慮する志向を持たない権利救済機関が設けられると、給付
制度の運営に影響が生じる恐れがあり、それは望ましくないと考えられ
たのではないかと推測される。
⑺ ここまで検討した、審判所の独立性の展開は、以下のように要約
できよう。
審判所の独立性を確保するための仕組みは、初期には利益代表の審判
所メンバーへの組み込み（民主制の契機）、中期には審判所メンバーの任
命権者の工夫、そして後期には機構全体の行政からの切り離しといった
経過を辿っている。中期以降底流していた、法律専門家への信頼とそこ
からくる審判所の司法（近接）化が、後期における審判所の司法権への
組み込みへの布石となっていた。
また、審判所制度の独立性の程度は、実体法制度のあり方に影響され
ないということが明らかになった。独立性が欠如した権利救済機関が設
けられている場合には、その背景に、国家財政の状況との関係において
給付全体を量的にコントロールするような実務上の制度運営に対して、
権利救済制度が影響を与えることが懸念された、との事情が存在するの
ではないかと推測された。
Ⅱ．職権主義の展開
⑴ 審判所における独立性への問題関心とその展開と比較すると、審
判所の審理における職権主義の誕生は、時期的に遅れている。審判所で
は職権主義的審理が採られるということを初めて明示したのは、1958年
のハブル事件判決であった。ここでは、職権主義が採られる根拠は、審
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判所が社会保障給付行政を担う機構の一部を構成していることに求めら
れていた（以上、第３章第７節）。すなわち、審判所が行政権に属してお
り、各実体法の付属物（本章第１節?）とされていたことこそが、職権
主義的審理の根拠となっていたのである。ここでは、審判所の職権主義
的審理が目指すのは、第一義的には正確な給付の決定・給付にかかる真
実の事実関係の発見であったと言えよう。
しかしながら、この正確な給付の決定・真実発見としての職権主義は、
行政にとっても市民にとっても単一であるはずの「真実」を発見するこ
とにはつながっていなかった可能性があると評価できる。言い換えると、
職権主義的審理によって発見されるのは、多くは、行政庁の主張の方向
性に沿う（多くの場合は給付を抑制する方向に働くような）事実であり、
そのことから、当該事実を前提として、当初の給付にかかる第一次的決
定が、市民にとって不利に変更される、という事案が典型的に生じるこ
ととなる。これに対し、上訴人たる市民が、知識不足等の事情から主張
していない（あるいは主張できなかった）、市民にとって有利な論点ない
し事実が、審判所の職権主義的審理によって発見され、それによって当
初の第一次的決定が市民にとって有利に変更される、という裁判例は、
少なくとも1970年代以前においては、管見の限り見出すことができな
かった。むしろ市民の側からは、審判所の性質が単純な行政権ではなく、
準司法的な性質を備えており、審判所の審理手続は自然的正義にかなっ
たものでなくてはならない、との理論によって、行政庁に有利な職権主
義的審理からもたらされる不意打ちを防ぐという手法が対抗策として取
られるほどであった。
むろん、本稿は、当時存在したすべての裁判例・審判例を網羅的に検
討したわけではなく、その意味では実証研究としての性質を有するもの
ではないため、裁判例・審判例の傾向を評価することに対しては慎重で
あるべきと考えられるが、収集し得た限りの裁判例・審判例を検討する
限りにおいては、上記のような一般的な傾向を見出すことができた。つ
まりこの時期には、職権主義が真実の発見を目指していると言っても、
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それは市民と行政庁とで共通し単一であるはずの「真実」ではなく、行
政庁にとっての「真実」であり、いわば片面的に作用する真実の発見に
なっていた可能性がある。そしてこのような事態には、審判所の独立性
の程度とも少なからず関連していたように考えられる（この点は本章本
節?において詳述する）。
⑵ 審判所の職権主義の性質に関して変化が生じたのは、1975年のベ
ル報告書や、1983年に設置された社会保障上訴審判所主席審判官オフィ
スの初代主席審判官が、審判所の援助的役割について言及したころから
であると考えられる。特に後者では、「審判所は、その独立した司法的役
割を念頭におきつつ、関連するすべての事実の解明（clarification）、お
よび必要な場合にはその精緻化（elaboration）に努めなければならない」
こと、審判所の「根底に流れているのは、上訴人が自身の能力を最大限
に発揮すること、またそうできたと上訴人が感じることを可能にする
（enable）ように、審判所が万事において振舞わなければならない、とい
う原理である」ことが示されている（第４章第８節?）。審判所行政に関
して強大な権限を有する機関のトップがこのような発言をしたことは、
審判所実務にも多大な影響を与えたものと解される。
ここにおいて、職権主義的審理は、上訴人たる市民に対する支援とい
う観点から捉え直されることとなった。すなわち、上訴人たる市民は審
判所の審理のような場において、自己の主張を十全になし得るほど場慣
れしているわけではなく、さらに、市民は審理において相手方たる行政
庁と対峙することになるが、両者間には経済力・情報力・専門性等の点
で力関係に大きな開きがある。このような市民と行政庁との非対等性を
修正する役割が、審判所の職権主義的審理に託されたのである。つまり、
従前の時期における職権主義の理念を、正確な給付決定・真実の発見（し
かしその実態は片面的な真実発見であった）であると表現できるとする
と、この時期には、当事者たる市民の援助・当事者間の非対等性の修正
が、職権主義の理念となったと評することができよう。
もちろん、ここで言う、当事者たる市民の援助・当事者間の非対等性
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の修正は、社会保障実体法上の給付要件を超えてまで、市民に有利に働
くものではない。これはあくまで、実体法上の要件が満たされているか
否かを審理する上での、手続法的な援助に止まるのであり、給付要件を
満たさない市民に対して給付を行うような意味での「援助」ではあり得
ない（そのような裁判例・審判例は、少なくとも管見の限り見当たらな
かった）。その点では、ここにおける、当事者援助的職権主義も、真実の
発見という要因を当然に含んでいると言えるし（ただしここでは、先の
ような片面的な真実発見ではなく、両面的な真実の発見である）、そのた
め、当事者援助的職権主義が行使された結果、市民に不利な事実や論点
が判明し、市民が、第一次的決定よりも、また審理における行政庁の主
張よりも、自己にとって不利な裁決を下されることも十分にあり得る。
しかしながらそれでも、従前の職権主義には備えられていなかった、市
民の援助という視点が加えられたことは、片面的なものに陥りかねない
真実の発見ではなく、当事者間の非対等性を実質的に修正するという点
を強調することを可能にしたという意味で、画期的であったと言えよ
う?。
この援助的職権主義が、社会保障法領域で発生したことには、下記の
２つの理由から、一定の必然性があると言える。
第一に、社会保障法領域の審判所を利用する市民は、ある社会保障給
付の受給に関する何らかの紛争を抱えているわけであるが、当該給付の
受給を必要とする市民は、当然に何らかのニーズを生じている。すなわ
ち、彼らは類型的に、世間一般の市民に比して、精神的・肉体的・経済
的に厳しい立場に置かれていると言えるのであり、彼らが行政庁と対峙
するということになれば、他のどの法領域よりも、当事者間の非対等性
? 新山一雄「西ドイツにおける職権探知原則」成田頼明ほか編『雄川一郎先生献呈
論集 行政法の諸問題 下』（有斐閣、1990年）264頁は、西ドイツの行政訴訟にお
ける職権探知原則に関して、リヒテンベルクの議論を紹介しつつ、裁判所によって
中立的に行われる実体的な真実の究明が、「事
・
実
・
上
・
」、武器平等の原則の実現へと働
く傾向を持っているとする。
?
）
二
三
四
二
三
四
社
会
保
障
の
権
利
救
済
⑶
（
山
下
慎
一
）
が顕著になる?。ここに、審判所の審理において市民を援助し、当事者間
の顕著な非対等性を修正する必要性が強く生じる。
第二に、社会保障給付の性質上、給付の可否（さらには過払い給付の
返還の要否）等に関する法的紛争の帰趨は、市民の生活を強く左右する
可能性が、他の法領域においてよりも一層顕著であると考えられる。こ
のことは、市民の権利がより慎重かつ正確に判断されるべきことを意味
し、上記の第一の理由による市民への援助の必要性を、さらに補強する
材料となろう。
以上のような事情から、社会保障法領域においては、審理の公平性を
担保する必要が特に強く、それを達成する手法の一環として、職権主義
を活用して当事者間の非対等性を修正するという原理が生み出されたも
のと推測することができよう。
⑶ この援助的職権主義の誕生には、審判所の司法化という状況も関
係していると考えられる。その中でも特に重要と思われるのは、審判所
の審理主宰者に、法律上、法曹資格が要求されるようになったことであ
る。例えば、審理に慣れていない市民がリラックスできるような雰囲気
を作るとか、審理の仕組みを丁寧に説明するというような作業は、非法
律家のチェアマンにも可能であったかもしれない。しかしながら、上訴
認容の可否に影響を与えるようなレベルでの援助的職権主義を実施する
ためには、社会保障実体法を要件事実的に正確に理解することが必要で
あり、同法の複雑性を考えると、それは非法律家にはほぼ不可能であっ
たと考えられるのである。つまり、審判所が法律学的な能力を備えるこ
とこそが、援助的職権主義を実施するための前提条件であったと言えよ
う。
しかしながら、誕生当初からしばらくの職権主義は、法曹代理人の不
在を埋め合わせるような程度には達していなかったとの評価もある。こ
? もちろん、社会保障給付の種類によっては、本文で述べるような評価が当然には
当たらない場合もある（例えば年金給付の場合など）。
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こには、上記の議論と一見矛盾するようにも感じられるが、法曹資格を
持つ者が審理主宰者を務めることの影響が（いわば逆方向に）生じてい
たと考えることができるかもしれない。法曹資格を持つ者が普段慣れ親
しんでいるのは、当事者主義を基調とする通常裁判所における審理手続
である。そこでは、裁定機関たる裁判所が、主張・立証活動のような当
事者の責任領域にまで干渉するような審理は望ましくない、との価値が
存在するであろう。そのため、結論を逆転させる可能性のあるような、
当事者主義の原理を逸脱する程度にまで及ぶ援助的職権主義を実施する
ことに対して、抵抗感が存在したのではないかと考えられる。
⑷ 審判所の援助的職権主義は、審判所における法曹代理の利用ある
いは法律扶助とも重要な関連を見せている。
ゲン報告書の公表された1980年代以降、審判所において上訴人たる市
民が法曹代理人を付けると、上訴認容率が上昇するなど、法曹代理が市
民にとって有益であることについては見解が一致していた（本章第１節
?）。また、当時の審判所の司法化傾向から、審判所黎明期のような、法
曹代理の許可によって審判所の非形式性が害されるという批判は、もは
や当たらないものとなっていた。このため、特に社会保障法領域では、
審判所における法曹代理を国費によって賄う法律扶助制度への要求は高
かった。
この時点で、審判所において上訴人たる市民が自らの主張を十全にな
しうることを保障する仕組みとして、大まかには２つの選択肢が存在し
ていたことになる。すなわち、第一が、審判所に対する法律扶助の拡大
であり、第二が、審判所の援助的職権主義的審理の一層の活用である。
このうち、財政支出を抑えたい政府が、第一の方針を採ることはなかっ
たため、現実には第二の選択肢が採られざるを得なかった。ゲン報告書
の分析に明らかなように、従前の職権主義は、法曹代理人の不在を埋め
合わせるような程度には達していなかったのであるが、法律扶助の拡大
が明確に否定されてしまった以上、法曹代理人が不必要との一般的な合
意が得られる程度にまで、審判所は援助的職権主義の内容を向上させる
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必要に迫られたものと言える。
また、このことは同時に、通常裁判所による、審判所における職権主
義の理解にも影響を与えたと言えよう。具体的には、1998年の法改正に
よって、法律の文言上、職権主義的審理を実施するか否かに関する裁量
が審判所に与えられたのに対し、複数の裁判例および審判例が、審判所
が援助的職権主義を実施する法的義務を負うことを認めたのであった。
つまり、援助的職権主義が、単に社会保障法領域の審判所における伝統
的審理様式であるという理由のみではなく、援助的職権主義に、審判所
における法律扶助の欠缺を埋め合わせるような役割が期待されていると
の実質的な考慮を加味することによって、援助的職権主義の法的義務の
存在を認めたと考えることが正当であるように思える。このような理解
の正当性は、上記のような裁判例が、援助的職権主義の法的義務性を論
じる際に、法曹代理人の存在等を意識した判示を行っていることからも
裏打ちされよう。
⑸ このように、援助的職権主義によって、審判所における法曹代理
人の欠缺を埋め合わせるという考え方を2002年のレガット報告書が示
した際には、同報告書に対して「楽観的過ぎる」などといった強い批判
が浴びせられた。しかし現在では、援助的職権主義の活用という選択が
一定の効果を上げている、と評価する実証的な研究も現れている。当該
研究は、審判所の援助的・介入的な職権主義の影響で、代理人を付ける
か付けないかによる上訴認容率の差は、社会保障法領域においては６％
に過ぎないこと、さらに、上訴人たる市民本人が、審理の事前手続（pre-
hearing）を利用すれば、審理において代理人を付けるよりも上訴認容率
が上回ることを示している（第６章第６節および本章第１節?）。当該研
究に関しては、統計自体が大規模に実施されたものではないこと、実体
法自体が歴史の進展によって変化していて、その変化が権利救済の帰趨
にも影響を与える可能性があるにもかかわらずそれを捨象していること
など、その正当性に疑問の余地がないわけではない。しかしながら、同
研究が示したデータのうち、上訴人たる市民の満足感が示された部分は、
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それ自体否定されようがないのであり、援助主義的職権主義の効用に対
する一定の根拠にはなり得よう。
⑹ 以上のような職権主義の展開を、今一度まとめると、以下のよう
になろう。
審判所における職権主義は、当初、真実発見的機能を目指していたと
言えるが、そこで言う真実の発見は、行政庁側にとってのみ有利働きが
ちな、いわば片面的な真実の発見であった可能性がある。その後、社会
保障法領域の特殊事情への考慮等から、上訴人たる市民への援助、当事
者間の非対等性の修正という観点に力点を置いた、援助的職権主義が発
生する。この援助的職権主義は、審判所における法律扶助の適用否定と
いった事情から、法曹代理人を利用することなく、市民が上訴を追行で
きるようにするという役割を負うこととなり、その内容を充実させると
ともに、審判所にとっての法的義務となるに至った。
Ⅲ．独立性と職権主義の相互関連
⑴ 本章におけるこれまでの検討を前提とすると、本稿の設定した２
つの分析軸である、審判所の行政庁からの独立性、および審判所の審理
における職権主義の間には、どのような関連性が見出せるか。
第一に、審判所の職権主義がどのように作用するかということと、審
判所の独立性の程度との間に、一定の関連が見出せる。
職権主義の発生当初、それが実際に果たしていた機能は、行政庁の主
張の方向性に沿う（多くの場合は給付を抑制する方向に働くような）事
実の発見であり、当該事実を前提として、当初の給付にかかる第一次的
決定を、市民にとって不利に変更するというものであった（片面的真実
発見）（本章本節?）。これは、当時における審判所が行政庁からの独立
性を欠いていた事実、および独立性を欠いた審判所制度の構築の背景を
併せ考えると、自然であったとも言える。すなわち、行政庁からの独立
性の程度が低い審判所制度やその他の権利救済制度においては、給付制
度の運営において財政状況等を勘案しつつ給付全体をコントロールする
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ような実際上の運用にとって、審判所制度等が行政から独立しているこ
とは望ましくないと考えられた可能性があったのであり（本章本節?）、
そこにおける職権主義の実施が、市民の側の視点にまで目を行き届かせ
ることが困難であることは必然であった。
その後、審判所の独立氏の程度が向上することと併せて、職権主義の
内実も、市民と行政との非対等性の修正・市民の援助を目指すようなも
のに推移した。
すなわち、本稿が審判所の職権主義を分析軸として設定したそもそも
の問題関心、具体的には権利救済機関において、市民と行政庁との間の
力の格差・非対等性を是正するための審理様式の構築からすると、職権
主義が市民援助的な機能を発揮するためには、権利救済機関の独立性が
確立していることが前提となると言えるのである。
また、逆から言えば、このことは、独立性の欠如した権利救済機関に
おいて、職権主義的審理を実施することの危険性を示すと言えよう。先
に述べたように、審判所において独立性が欠如している（メンバーに行
政庁の官吏が含まれる、あるいはメンバーの任命に行政庁が関与してい
る）場合、そこには、行政が財政状況等の事情に配意して給付をコント
ロールする契機が含まれる可能性がある。そうであるとすると、独立性
の欠如した権利救済機関における職権主義的審理の実施は、紛争を生じ
ている第一次的決定を再度根拠づけようとするような片面的真実発見に
陥りかねない誘因を孕んでいると言えよう。
ただしこの場合、権利救済機関の職権主義的審理を不適当とするのみ
では、問題は解決しない。審理における市民と行政庁との間の力の格差・
非対等性の問題は残されるためである。この問題を解決するための手が
かりは、審判所において援助的職権主義が強化されてきた以下の歴史に
見出すことができよう。審判所の審理において、自身の主張を筋道立て
て行うことに不慣れな市民が、法曹代理人を付けることの有用性は、再
三にわたって指摘されてきたにもかかわらず、イギリスでは、主として
財政的な原因から、法曹代理人の費用を国費で賄うこと（法律扶助）を
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審判所に拡張適用することを否定する政策決定がなされた。そのため、
審判所における審理を、市民が法曹代理人の力を借りずに自力で追行す
ることができるよう、審判所は援助的職権主義を充実させた（本章第１
節?）。つまり、権利救済機関の援助的職権主義に頼ることができない場
合、そこでは、国費による法曹代理人の保障が対案として採り得るとい
うことになる。ここでは、「国費による」保障という点（法律扶助）が非
常に重要であることは言うまでもないであろう。社会保障法領域におい
て権利救済機関を利用しようとする市民は類型的に困難な経済状況に置
かれていることが多々あると考えられることからすると?、法律扶助なし
では、市民が法曹代理人を利用することは不可能に近いのである。
⑵ 独立性と職権主義の関連にかかる第二の点は、権利救済機関のメ
ンバーの、職権主義を実施する能力という点である。
援助的職権主義が、審理に慣れていない市民がリラックスできるよう
な雰囲気を作るとか、審理の仕組みを丁寧に説明するというようなもの
に止まらず、上訴認容の可否に影響を与えるようなレベルにおいて実施
されるためには、複雑な社会保障実体法を要件事実的に正確に把握する
ことが必要である（本章本節?）。そのため、権利救済機関が援助的職権
主義を実施しうる前提条件として、同機関に、社会保障法の法律学的理
解に優れているメンバーが含まれていることが必要である。このことは、
審判所の歴史において、当初はそれほど評価されていなかった援助的職
権主義の効果が、審判所の司法化（チェアマンへの法曹資格の要求等）
さらには司法権への編入を経て向上したという評価があることによって
も基礎づけられよう。
社会保障法の法律学的な理解という点で優れている者として、社会保
障行政実務を実施している行政庁の官吏、および法曹が考えられよう。
このうち、行政庁の官吏を活用すると、上述のような独立性と職権主義
の関係性からして、市民の援助としての実質を備えることが困難である
? 前掲註８参照。
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と予測されるため、第一義的には法曹の活用が適切ではないかと考えら
れる。このように、法曹を活用するということ自体は、直接には独立性
の論点とは関連しない。任命・解任権限、および報酬等の点を社会保障
関連の行政省庁にとどめておく限り、メンバーに法曹が含まれても、独
立性が向上しているとは言えないためである（もちろん、従前は行政官
吏がメンバーに含まれていて、彼と後退する形で法曹が入った場合、そ
の限りにおいて独立性は向上するとも言えるが）。むしろ、法律学的資質
の高い（すなわち有効に職権主義を実施しうる）法曹が権利救済機関の
メンバーに起用され、任免あるいは報酬規定等によって行政庁とのつな
がりが温存された場合、市民のエンパワーメントとは逆の（行政と市民
の力の格差を拡大する）方向性に向かう可能性もある。
このように考えると、援助主義的職権主義を効果的に実施できるよう
な資質あるメンバーを権利救済機関に起用する場合には、権利救済機関
の独立性の達成度にも注意を払う必要性が高い。審判所の独立性の史的
展開を参照すると、独立性の程度は、審判所誕生当初の、誰をメンバー
として加えるかというメンバー構成の点から、審判所機構全体の、社会
保障関連省庁からの分離という方向性へと移行していることが分かる。
ここから考えると、援助的職権主義の実施に必要な法律学的資質という
点と、社会保障関連省庁からの分離という点の２つを同時に満たすこと
ができる選択肢として、審判所機構全体の司法権への編入という展開は、
非常に理にかなったものであったと評価できよう。
（次号につづく)
［付記］本稿は、平成25年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助
成金）（若手研究（Ｂ）：課題番号25870506）による研究成果の一
部である。
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